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1. 業務概要 

 1.1 業務目的 

本業務は、平成 26 年度に作成した被害想定基礎データの更新業務委託であり、地盤情

報を整理、解析しデータを更新することで、尾張旭市内の地域の危険性を把握し、効果

的な災害予防や応急活動体制の強化を図ることを目的とする。 

 1.2 業務内容 

（1）業務計画・管理及び計画準備 

業務を円滑かつ的確に実施することに留意して業務実施計画を作成し、適切に業務管

理を行う。 

また、本業務の内容を的確に把握し業務実施計画書の作成、資料の収集整理や発注者

との打合せ等を行う。 

（2）資料収集・整理 

本業務の実施にあたっては、位置に関する情報を持った各種データを総合的に管理・

加工する。 

（3）地盤データの収集整理 

本業務を行うために必要となる市内及び近隣市町村のボーリング資料を収集・整理す

る。 

なお、資料については、平成 26 年度に実施した地震被害想定業務委託以降のデータと

し、発注者側より提供するものとする(約 20 本程度)。 

また、収集したボーリング資料の数量が大幅に異なる場合については発注者側との協

議により対応方法（次々年度以降の業務への繰越や近隣位置かつ掘削深が短いボーリン

グ資料の不採用等）を決定するものとする。 

ここで、ボーリング資料は、ボーリング柱状図入力システム(産業技術総合研究所)を

使用して電子ファイル（XML）形式で整理する。 

（4）業務報告書の作成 

本業務の整理結果をとりまとめて報告書及び電子データを作成するものとする。 

1.3 防災アドバイザー 

本業務の実施にあたっては、尾張旭市の防災アドバイザーに専門的なアドバイスを求

めながら作業を進めるものとする。なお、尾張旭市の防災アドバイザーは下記の 2 名で

ある。 

・名古屋産業大学  菅井 径世 教授 

・名古屋大学     森  保宏 教授 
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2. 実施フロー 

 実施フローを以下に示す。 

3. 使用する主な図書及び基準 

（1）尾張旭市地震危険度マップデータ作成業務及び地震被害想定業務委託 報告書 

 平成 27年 3 月 尾張旭市 

（2）尾張旭市被害想定基礎データ更新委託 報告書 平成 30年 3 月 

（3）その他の業務に関連する法律、指針等 

地盤データの収集整理 

【地盤データ】 

（平成 26年度収集分＋平成 29 年度収集分＋今回収集分） 

業 務 計 画

業務報告書作成

地盤データのモデル化
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1. 表層地盤の土質状況の把握 

次頁以降に「数値地図 25000（土地条件）」に基づく、尾張旭市の土地条件図を示す。

また、同土地条件図を基に尾張旭市内 50ｍメッシュ用に再描画した結果も併せて示す。 

なお、50ｍメッシュ用に再描画した土地条件図は今後の委託業務で実施する液状化判

定の識別に利用するものである。 
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1:60000

25000

山地斜面等
高位面

上位面
中位面
下位面

完新世段丘
麓屑面
崖錐

扇状地
緩扇状地
自然堤防

凹地・浅い谷
氾濫平野

旧河道

高水敷
低水敷・浜

水部
平坦化地
農耕平坦化地

切土斜面
盛土斜面
高い盛土地

盛土地
埋土地
改変工事中の区域

2
-
3



1:30000

25000

山地斜面等
高位面

上位面
中位面
下位面

完新世段丘
麓屑面
崖錐

扇状地
緩扇状地

自然堤防
凹地・浅い谷
氾濫平野

旧河道

高水敷
低水敷・浜

水部
平坦化地
農耕平坦化地

切土斜面
盛土斜面
高い盛土地

盛土地
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改変工事中の区域
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2. 地盤データ資料の収集結果 

次頁に地盤データ資料の収集結果を示す。 

ここで、今後の業務委託で実施する地震危険度マップデータ作成に当たり、事前に地

盤条件（ボーリング柱状図）及び基盤面位置加速度波形が必要となるため、平成 26 年度

に実施した被害想定業務以降に収集した資料一覧を示す。 

なお、次頁表の赤書き部が本業務で収集した資料を示している。 
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【地震動データ及び地盤データ　整理結果　一覧表】 ※赤書き部が今回業務追加分を示す。

項　　目 入手先

過去地震考慮 愛知県 　地盤応答解析時の入力波形として使用

最大想定＿東側 愛知県 　地盤応答解析時の入力波形として使用

最大想定＿陸側 愛知県 　地盤応答解析時の入力波形として使用

東海・東南海連動地震 愛知県 　地盤応答解析時の入力波形として使用

東海・東南海・南海三連動地震 中央防災会議 　地盤応答解析時の入力波形として使用

猿投－高浜断層帯地震 中日本 　地盤応答解析時の入力波形として使用

過去地震考慮 愛知県 　愛知県の結果との整合性用

最大想定＿東側 愛知県 　愛知県の結果との整合性用

最大想定＿陸側 愛知県 　愛知県の結果との整合性用

東海・東南海連動地震 愛知県 　愛知県の結果との整合性用

過去最大 名古屋市 　モデル地盤のため未使用

あらゆる最大 名古屋市 　モデル地盤のため未使用

尾張旭市 　地盤応答解析時の地盤条件として使用

追加ボーリング 30本 　地盤応答解析時の地盤条件として使用

尾張旭市　10本

長久手市　8本

瀬戸市　　12本

追加ボーリング（愛知医大） 5本 アドバイザー 　地盤応答解析時の地盤条件として使用

追加ボーリング（愛知用水） 7本 アドバイザー 　地盤応答解析時の地盤条件として使用

30本（注） 名古屋市 　地盤応答解析時の地盤条件として使用

40本 尾張旭市

追加ボーリング（2018年度） 1本 尾張旭市

詳　　細

工学的基盤波形

被害調査結果：震度、液状化
南海トラフ巨大地震

地盤モデル（被害想定用）

南海トラフ巨大地震

既往データ
677本（内1本は緯度
経度重複のため未使
用）

尾張旭市
内訳

（注）上記は抽出本数でありデータは959本
分提供されている

追加ボーリング（名古屋市守山区）

追加ボーリング（2017年度） （注）上記は抽出本数でありデータは78本分
提供されている

ボーリングデータ
（合計　789本）

南海トラフ巨大地震
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3. 使用ボーリング位置図 

資料収集した地盤条件（ボーリング柱状図）の位置図を次頁に示す（789 本）。 
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4. 愛知県の被害想定結果図 

参考として、資料収集した愛知県の南海トラフ巨大地震における被害想定結果の内の

震度階マップを次頁以降に示す。 
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1. 本業務で入手したボーリング柱状図の設定方法 

本業務で尾張旭市内 1本のボーリング柱状図が提供された。 

ここで、愛知県から入手した地盤モデルは深さ 30ｍでせん断弾性波速度Ｖｓ＝400ｍ

/sec 位置を設定していることを勘案し、以下の基本的考え方に基づき使用ボーリング柱

状図の選定を行う。 

＜地盤応答解析に使用するボーリング柱状図の選定に対する基本的考え方＞ 

①提供ボーリング及び既往ボーリング位置で同位置（緯度・経度が同じもの）は

対象外とする。 

②地表面からＮ値50以上が連続している柱状図は県のモデル地盤との整合性に疑

問がもたれるため対象外とする。 

③県の地盤モデルの深さが 30ｍで設定されていることから、地盤の応答性状に対

する信頼性を考慮し、ボーリング柱状図の掘削深が 10ｍ未満のものは対象外と

する。 

（一部近傍にボーリング柱状図が存在しないものは対象としている） 

④ボーリング柱状図位置が不明確なものは対象外とする（柱状図記載の緯度・経

度とボーリング位置図の位置に乖離があるもの） 

上記基本的考え方に基づき選定したボーリング柱状図番号を次頁に示す。 
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ボーリング
管理番号

250mesh 原点(緯度) 原点(経度)
対象の可

否
対象外理由

1801 5237606142 35.22119444 137.0220278 ○ －
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3-4

追加ボーリング柱状図　　整理番号　1801



2. 地盤モデルの作成方法 

愛知県等より入手した南海トラフ巨大地震等の工学的基盤波形は、せん断弾性波速度

Ｖｓ＝400ｍ/sec 位置でのデータとなっている。 

そのため、本業務で新たに入手した尾張旭市内より得られたボーリング柱状図におい

て、掘削深さが浅い等により、せん断弾性波速度Ｖｓ＝400ｍ/sec が得られていない場合

についてはボーリング柱状図を補完する必要がある。 

以降に補完方法を示す。 

なお、既往データとして所持しているボーリング柱状図 788 本についてはせん断弾性

波速度Ｖｓ＝400ｍ/sec 位置までの補完されたボーリング柱状図となっているため、再補

完の必要はない。 

＜地盤モデル作成の考え方＞ 
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3. 地盤モデルの作成結果 

次頁に前述に基づき、作成した地盤モデル（補完後モデル）を示す。 
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  参考資料-1 ボーリング位置での地震応答解析 

と液状化危険度の想定 
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1. 南海トラフ巨大地震の断層モデル 

内閣府の「南海トラフ巨大地震モデル検討会」では、断層モデルを図 A-1 に示す「基

本ケース」（図中左上）、「東側ケース」（図中左下）、「西側ケース」（図中右上）、「陸側ケ

ース」（図中右下）の 4ケースを設定している。また、計算では上記の他、経験的手法に

よる方法を用いている。 

このうち、愛知県では「東側ケース」と「陸側ケース」を採用して地震被害想定を行

っている。 

・・・アスペリティ（プレートの境界で、なめらかにすべっていかずに固着している部分； 

通常は強く固着していて、あるとき急激にずれて地震波を出すところ） 

図 A-1 強震動生成域の設定の検討ケース（内閣府公表） 
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2. 各地震動の震源とマグニチュード 

① 猿投高浜断層地震  マグニチュード 7.7 

破壊開始点
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② 東海・東南海連動地震  マグニチュード 8.27 

（愛知県被害想定資料より）

③ 東海・東南海・南海地震  マグニチュード 8.7 

（中央防災会議資料より）

破壊開始点
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④ 南海トラフ巨大地震 過去最大  マグニチュード 8.7 

⑤ 南海トラフ巨大地震 理論最大  東側  マグニチュード 9.0 

⑥ 南海トラフ巨大地震 理論最大  陸側  マグニチュード 9.0 

（中央防災会議資料より）
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3. 地盤応答解析 

 3.1 地盤応答解析手法 

本業務で提供されたボーリング柱状図を基に作成した地盤モデルを用いて、各ボーリ

ング地点での地盤応答解析を行う。 

一般的に地盤応答解析は図 A-2 に示すフローに基づき実施される。 

図中、強震動予測は国や県等で実施された結果（基盤地震動波形）を用いており、本

業務では地盤震動解析に該当する箇所を実施している。 

図 A-2 地盤応答解析概念図 
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 3.2 地盤応答解析の流れ 

本業務おいては、地盤ボーリングデータから、地盤応答解析を実施し、地表面における

加速度、速度等を算出している。 

また、併せて液状化判定も実施し、液状化危険度を判定している。 

ここで、地盤応答解析により出力されるパラメータは以下のとおりである。 

①加速度 

②速度 

③計測震度 

④ＳＩ値 

⑤ＰＬ値 

⑥沈下量 

なお、上記パラメータの算出方法（個別機能）については以降に示す。 

図 A-3 地盤応答解析の流れ 
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 3.3 個別機能 

（1）非線形データ 

非線形データは、地盤ボーリングデータより各層の土質区分と平均有効拘束圧を算定

し、表 A-1 よりγrとｈmax を決定した。 

表 A-1 γr とｈmax 

土質区分 拘束圧区分 γr hmax 備考 

沖積砂質土 
σv<150kN/m2 7.61E-4 0.275 

愛知県 σv>150kN/m2 1.00E-3 0.273 

沖積粘性土 ― 1.74E-3 0.240 

礫 ― 5.13E-4 0.240 港湾 

ここで、沖積砂質土及び沖積粘性土については下表に示す愛知県の被害想定時のＷＧ

での分析結果を用いている。 

（平成 24年度 愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査 第 2回防災戦略ワ

ーキンググループ 資料 2-2 ハザード評価 WG 中間報告 平成 24 年 12 月 4 日より抜粋） 

また、礫については、「港湾の施設の技術上の基準に基づく方法」の下表の値を用いて

いる。 
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（2）修正 R-O モデル 

修正 R-O モデルは、地盤の非線形性を扱う解析で、最も使用頻度の高い非線形構成則

である。 

修正 R-O モデルで必要なパラメータは、先に示したγr と hmax である。図 A-4 に修正

R－Oモデルの概要を示す。 

骨格曲線 ： 1
0

1
f

G

履歴曲線 ： 1
0

2
1

f

a

a
a

G

減衰定数 ：
0

1
1
12

G
Gh

せん断剛性のひずみ依存性 ： 1
0
1

1

f

G
G

図 A-4 修正 R-O モデル 

τf

γf

G0 G 
A(γa,τa) 

C(-γa, -τa) 

B 

D 

除荷

再載荷

骨格曲線

履歴曲線
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（3）計測震度 

修正 R-O モデルを用いた非線形地盤地震応答解析より求まった地表面応答加速度時刻

歴より、計測震度を求める方法を以下に示す。 

本業務では、上下動成分が得られないため、水平動の大きな応答成分の 2 分の 1 の値

を上下動として扱った。 

① NS、EW、UD 三成分の加速度波形を読み込み、フーリエ変換を実施する。 

② 表 A-2 に示したフィルターを全て掛ける。 

③ 逆フーリエ変換を実施し、時刻歴波形を求める。 

④ 三成分の合成波を作成し、その波形の最大値を求める。 

⑤ ∫w(t,a)dt≧0.3 を満たす aの最大値 a0 を求める（図 A-5 参照）。 

⑥ I=2・log(a0)+0.94 より、計測震度 Iを求める。 

（⑦ 気象庁震度階級表（下表参照）より震度階級を定める。） 

表 A-2 フィルターの種類と算式 

（「気象庁震度階級表」の気象庁告示（抜粋）より） 

図 A-5 a0 の求め方  
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（4）SI 値算出 

 SI 値の算出には、先に示した計測震度を用いることとした。 

算出には、童・山崎（1996）による計測震度と SI 値との関係式（式 A-1）を用いるこ

ととした。 

I0.501.1610SI  ・・・・・・・・（式 A-1） 

ここに、SI値：「地震によって一般的な建物がどれだけ大きく揺れるか」を数値化した

もの（単位：cm/sec） 

I:計測震度 

（5）液状化判定（FL値、PL 値算出） 

 液状化判定に関しては、「道路橋示方書・同解析（Ⅴ耐震設計編）2014 年」の方法を用

いた。 

①各地層の FL 値（液状化抵抗率）算出 

    FL＝R/L 

        ここに、R:地盤の動的せん断強度比 

            L:地震時せん断の応力比 

 本業務では、修正 R-O モデルを用いた非線形地盤地震応答解析より各層における

せん断応力時刻歴が求まっているため、この最大値を求めることで L を求めること

とした（L=各層の最大せん断応力/有効拘束圧）。 

②各地層の動的せん断強度比 Rの算出 

     R=ＣwＲL

ＲＬ＝    

   ここで、 

Ｎa＝ｃ1・Ｎ1＋ｃ2

Ｎ1＝170・Ｎ/(σ’v＋70） 

4.5
ａ

6
ａ

ａ

14)・(Ｎ101.6/1.7Ｎ0.0882

/1.7Ｎ0.0882

 1             (0%≦ＦＣ<10%) 
ｃ1＝  (ＦＣ－40)/50   (10%≦ＦＣ<60%) 

ＦＣ/20－１  (60%≦ＦＣ) 

A-11



ここに、 

      ＲL ：繰返し三軸強度比 

      Ｎ ：標準貫入試験から得られるＮ値 

      Ｎ1 ：有効上載圧 100 kN/m2相当に換算したＮ値 

      Ｎa ：粒度の影響を考慮した補正Ｎ値 

    ｃ1,ｃ2 ：細粒分含有率によるＮ値の補正係数 

     ＦＣ ：細粒分含有率（％）（粒径 75μｍ以下の土粒子の通過質量百分率） 

   （レベル 2地震動（タイプⅠ）の場合） 

     cw＝1.0 

   （レベル 2地震動（タイプⅡ）の場合） 

     ここに、 

③PL 値算出 

 PL 値の算出は、各層から求まった FL値を用いて「道路橋示方書・同解析（Ⅴ耐震

設計編）2014 年」の方法を用いて行った。 

ここに、  ＰＬ ：液状化指数 

ＦＬ ：液状化に対する抵抗率でＦＬ≧の場合においてはＦＬ＝1とする。 

ｘ ：地表面からの深さ（ｍ） 

0 0%≦Fc＜10%）

ｃ2＝ 

    （Fc-10）/18   （10%≦Fc）

)Ｒ    　(0.4＜2.0　　　　　　　

0.4)≦＜Ｒ0.67　　(0.13.3Ｒ

0.1)≦(Ｒ1.0

＝ｃ

L

LL

L

W
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④沈下量算出  

液状化に伴う地盤の沈下量算出には、建築基礎構造設計指針（2001）に示されて

いる補正 N 値と繰り返しせん断ひずみの関係を用いて、補正 N 値と応力比のプロッ

ト点に対応する繰り返しせん断ひずみを隣接するγcy 曲線の対数補間により求める。 

なお、繰り返しせん断ひずみ 8%の曲線より左側にプロットされる場合にはγcy=8%

とし、0.5%より右側にプロットされる場合にはγcy=0.5%とする（図 A-6 参照）。 

また、ここで、繰り返しせん断ひずみγcy を体積ひずみεcy として読み替える。 

以上を踏まえ、沈下量 S は、式 A-2 となる。なお、補正 N 値は、式 A-3 で求める

こととなる。 

  Ｓ＝Σ(Ｈｉ×εＶｉ)   ｉ＝1～ｎ              （式 A-2） 

ここに、  Ｓ ：沈下量 

Ｈｉ ：ＦＬ＜1.0 となる砂質土層ｉの層厚 

εＶｉ ：ＦＬ＜1.0 となる砂質土層ｉの体積ひずみ 

ｎ ：ＦＬ＜1.0 となる砂質土層数 

  Na=N1＋ΔNf                         （式 A-3） 

    ここに、CN=√(98/σz’)    N1=CN・N 

            Na：補正 N値 

N1：換算 N値 

CN：拘束圧に関する換算係数 

σz’：有効拘束圧 

ΔNf：細粒土含有率 FCに応じた補正 N値増分で図 3-7 による。 
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図 A-6 補正 N値と繰り返しせん断ひずみの関係 

図 A-7 細粒分含有率と N値の補正係数 
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4. 各ボーリング位置での地震応答解析結果と液状化危険度の想定結果 

本業務では、追加ボーリング柱状図として 1本の地盤モデルを作成した。 

次頁以降に追加ボーリング柱状図による地盤モデルにおける地震応答解析結果と液状

化危険度の想定結果を示す。 

なお、解析結果は、加速度、速度、計測震度、ＳＩ値、ＰＬ値、沈下量である。 

ここで、震度階は計測震度により判定され、液状化危険度はＰＬ値で判定される。 

＜震度階判定区分＞ 

（気象庁ＨＰより） 

＜液状化危険度判定区分＞ 

ＰＬ＝0   液状化発生の危険性がない、あるいは極めて少ない 

0＜ＰＬ≦5  液状化発生の可能性が低い 

5＜ＰＬ≦15 液状化発生の可能性がある 

15＜ＰＬ   液状化発生の危険性が高い 

（内閣中央防災会議資料より） 
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【各ボーリング位置での応答値】

＜猿投－高浜断層帯地震＞

ボーリング番号
加速度
（cm/sec2）

速度
（cm/sec）

計測震度
ＳＩ値

（cm/sec）
ＰＬ値

沈下量
（cm）

OWARIA 1801 441.550 58.665 6.093 77.030 0.168 0.446

↓ ↓

震度６強 液状化発生の可能性が低い

＜東海・東南海連動地震＞

ボーリング番号
加速度
（cm/sec2）

速度
（cm/sec）

計測震度
ＳＩ値

（cm/sec）
ＰＬ値

沈下量
（cm）

OWARIA 1801 170.821 18.025 4.958 20.840 0.000 0.000

↓ ↓

震度５弱 液状化発生の危険性が
ない、あるいは極めて
少ない

＜東海・東南海・南海三連動地震＞

ボーリング番号
加速度
（cm/sec2）

速度
（cm/sec）

計測震度
ＳＩ値

（cm/sec）
ＰＬ値

沈下量
（cm）

OWARIA 1801 175.565 13.144 4.887 19.215 0.000 0.000

↓ ↓

震度５弱 液状化発生の危険性が
ない、あるいは極めて
少ない
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＜南海トラフ巨大地震（過去最大）＞

ボーリング番号
加速度
（cm/sec2）

速度
（cm/sec）

計測震度
ＳＩ値

（cm/sec）
ＰＬ値

沈下量
（cm）

OWARIA 1801 201.030 25.500 5.244 28.978 0.000 0.000

↓ ↓

震度５強 液状化発生の危険性が
ない、あるいは極めて
少ない

＜南海トラフ巨大地震（理論最大：東側ケース）＞

ボーリング番号
加速度
（cm/sec2）

速度
（cm/sec）

計測震度
ＳＩ値

（cm/sec）
ＰＬ値

沈下量
（cm）

OWARIA 1801 236.324 26.912 5.214 27.983 0.000 0.000

↓ ↓

震度５強 液状化発生の危険性が
ない、あるいは極めて
少ない

＜南海トラフ巨大地震（理論最大：陸側ケース）＞

ボーリング番号
加速度
（cm/sec2）

速度
（cm/sec）

計測震度
ＳＩ値

（cm/sec）
ＰＬ値

沈下量
（cm）

OWARIA 1801 298.792 41.388 5.612 44.247 0.770 1.015

↓ ↓

震度６弱 液状化発生の可能性が低い
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  参考資料-2  計測震度と震度階 

及び震度階と地震動の関係 
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1. 気象庁震度階級 

気象庁が発表する震度は、震度計により観測されている。気象庁の震度観測は、平成 8

年、それまで人の体感に基づいていたものから震度計によるものに変わり、震度情報の

速報体制が確立された。 

震度観測の変革とともに、気象庁は、ある震度の揺れがあった場合、その場所でどの

ような現象や被害が発生するかを示す「気象庁震度階級関連解説表」を作成した（平成

21 年 3 月）。 

「気象庁震度階級関連解説表」の使用にあたり、下記の点に留意する必要がある。 

（1）気象庁が発表している震度は、原則として地表や低層建物の一階に設置した震度計によ

る観測値である。同資料は、ある震度が観測された場合、その周辺でどのような現象や

被害が発生するかを示すので、それぞれの震度に記述される現象から震度が決定される

ものではない。 

（2）地震動は、地盤や地形に大きく影響される。震度は震度計がおかれている地点での観測

値であり、同じ市町村であっても場所によって震度が異なることがある。また、中高層

建物の上層階では一般に地表より揺れが強くなるなど、同じ建物の中でも、階や場所に

って揺れの強さが異なる。 

（3）震度が同じであっても、地震動の振幅（揺れの大きさ）、周期（揺れが繰り返す時の 1

回あたりの時間の長さ）及び継続時間などの違いや、対象となる建物や構造物の状態、

地盤の状況により被害は異なる。 

（4）同資料では、ある震度が観測された際に発生する被害の中で、比較的多く見られるもの

を記述しており、これより大きな被害が発生したり、逆に小さな被害にとどまる場合も

ある。また、それぞれの震度階級で示されている全ての現象が発生するわけではない。 

（5）同資料は、主に近年発生した被害地震の事例から作成したものである。今後、5年程度

で定期的に内容を点検し、新たな事例が得られたり、建物・構造物の耐震性の向上等に

よって実状と合わなくなった場合には変更する。 

B-2



B-3



B-4



B-5



B-6



2. 気象庁震度階級と震度の関係 

地震情報などにより発表される震度階級は、観測点における揺れの強さの程度を数値

化した計測震度から換算されるものである（下表）。 

表-1 気象庁震度階級表 

計測震度は、後述資料（気象庁 計測震度の算出方法）に示すように震度計内部でデ

ィジタル処理によって計算され、計測震度は次式より計算される。 

    I＝2 log a＋0.94 

     ここで、I：計測震度 

          a：ディジタル処理による得られたベクトル波形の絶対値がある値 a以上

となる時間の合計を計算したとき、これがちょうど 0.3 秒となるよう

な値 

計測震度は、震度計内部でディジタル処理により計算されるため、容易に震度と加速

度の関係は導くことは不可能であるが、ここでは、震度と加速度の関係を客観的に判断

するために、次式により地表面加速度を算出し、その結果を表-2に示した。 

ここで、表-2 の地表面加速度の値は、震度と加速度を客観的に判断するものであり、

気象庁による発表ではないことに留意する必要がある。 

また、異なる値を表記されている資料等もあるが、表-2 は客観的に判断するための独

自の算出値である。 

    I＝2 log Amax＋0.94 

     ここで、I：計測震度 

          Amax：地表面最大加速度（gal） 
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表-2 震度階級と地表面加速度の関係（参考） 

計測
震度

震度
階級

地表面
加速度

0

1

2

3

4

5弱

5強

6弱

6強

7

0.5

1.5

2.5

3.5

4.5

5.0

5.5

6.0

6.5

0.6 gal

1.9 gal

6.0 gal

 19 gal

 60 gal

107 gal

191 gal

339 gal

603 gal

（注）表-2の地表面加速度の値は、震度と加速度を客観的に判断するものであり、気象

庁による発表ではないことに留意する必要がある。 

また、異なる値を表記されている資料等もあるが、表-2 は客観的に判断するため

の独自の算出値である。 
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計測震度の算出方法 

 計測震度は、震度計内部で以下のようなディジタル処理によって計算されます。 

2000年１０月６日に発生した鳥取県西部地震の米子市（計測震度＝５．１）を例に示し

ます。  

1. ディジタル加速度記録３成分（水平動２成分、上下動１成分）（図１）のそれぞれの フー

リエ変換（図２）を求める。  

2. 地震波の周期による影響を補正するフィルター（図３）を掛ける。  

3. 逆フーリエ変換を行い、時刻歴の波形（図４）にもどす。  

4. 得られたフィルター処理済みの３成分の波形をベクトル的に合成をする。  

5. ベクトル波形（図５）の絶対値がある値 a 以上となる時間の合計を計算したとき、これ

がちょうど 0.3秒となるような a を求める。この例ではａ＝１２７．８５ｇａｌとなる。  

6. 5.で求めたaを、 I = 2 log a + 0.94 により計測震度 Ｉ を計算する。計算されたIの小数

第３位を四捨五入し、小数第２位を切り捨てたものを計測震度とする。  

地震情報などにより発表される震度階級は、観測点における揺れの強さの程度を数値

化した計測震度から換算されるものです。（表１） 

表１ 気象庁震度階級表 

English

サイトマップ サイト内検索 ご意見・ご感想

ホーム 防災気象
情報

気象統計
情報

気象等の
知識

気象庁につ
いて

案内・申
請・リンク

ホーム > 気象統計情報 > 地震・津波 > 強震観測のページ > 用語の解説 > 計測震度の算出方法

震度階級  計 測 震 度 震度階級  計 測 震 度 

０ 0.5未満 ５弱 4.5以上5.0未満

１ 0.5以上1.5未満 ５強 5.0以上5.5未満

２ 1.5以上2.5未満 ６弱 5.5以上6.0未満

３ 2.5以上3.5未満 ６強 6.0以上6.5未満

４ 3.5以上4.5未満 ７ 6.5以上

気象庁 | 計測震度の算出方法

http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/kyoshin/kaisetsu/calc_sindo.htm
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 図１ オリジナルの加速度波形 

 図２ オリジナル加速度波形の周波数スペクトル 

気象庁 | 計測震度の算出方法

http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/kyoshin/kaisetsu/calc_sindo.htm
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 図３ 震度計算のためのフィルター特性 

 図４ フィルター補正後の加速度波形 

気象庁 | 計測震度の算出方法

http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/kyoshin/kaisetsu/calc_sindo.htm
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 図５ フィルター後の３成分合成加速度 

このページのトップへ

著作権・リンク・個人情報保護 ¦ 利用上の注意について（免責事項）

気象庁 | 計測震度の算出方法

http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/kyoshin/kaisetsu/calc_sindo.htm
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震度と加速度 

 地震動の強さを表すものの１つに震度があります。以前は震度観

測は体感で行われていましたが、現在は器械により観測され、計測

震度と呼ばれます。計測震度は加速度波形から計算されます。 計

測震度の計算には、加速度の大きさの他にも、揺れの周期や継続時

間が考慮されますので、最大加速度が大きい場所が震度も大きくな

るとは限りません。強震動は地震や観測点の地盤や地形などによっ

て異なります。 

図１は２００３年５月２６日宮城県沖の地震の大船渡市の加速度波形で、図２は２００３年９月２６日十勝沖

地震の浦河町の加速度波形です。 宮城県沖の地震で大船渡の震度は６弱（計測震度は５．８）、十勝沖

地震で浦河測候所の震度も６弱（計測震度は５．６）でしたが、最大加速度は大船渡が1105.5gal、浦河が

348.9galでした（図中の赤矢印）。このように最大加速度が大きくても震度が大きくなるとは限りません。これ

は計測震度の計算に加速度の大きさの他に、地震波の周期や継続時間が考慮されているからです。 

図３は均一な揺れが数秒間続くと仮定した時、地震波の周期、加速度と震度との関係を表したものです。

実際の地震波はさまざな周期の波が含まれているので、震度７が加速度で何ｇａｌに相当すると言えません

が、仮に周期１秒の波が同じ振幅で数秒間続くとすると、震度７の下限に相当する計測震度6.5以上になる

ためには、3成分の合成値で約600gal以上の加速度が必要です。これが周期０．１秒の波になると2700gal

以上になります。 

図１：2003年5月26日 宮城県沖の地震（大船渡市） 

図２：2003年9月26日 十勝沖地震（浦河町） 

English

サイトマップ サイト内検索 ご意見・ご感想

ホーム 防災気象情報
気象統計情報

気象等の知識 気象庁につい
て

案内・申請・リ
ンク

ホーム > 気象統計情報 > 地震・津波 > 強震観測 > 震度と加速度

強震観測について

地震波のスペクトル

計測震度の算出法

速度波形・変位波形の求め方

震度と加速度  

気象庁 | 震度と加速度

http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/kyoshin/kaisetsu/comp.htm
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図３：周期および加速度と震度（理論値）の関係 

   均一な周期の振動が数秒間継続した場合 

気象庁 | 震度と加速度

http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/kyoshin/kaisetsu/comp.htm
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  参考資料-3  尾張旭市地震防災業務について 



尾張旭市地震危険度マップ作成
及び地震被害想定

平成31年3月

（平成26年度作成）
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業務目的

【業務目的】
東日本大震災を踏まえ、愛知県が実施している南海トラフ巨大
地震等の工学的基盤面での加速度データに基づいて、尾張旭市内
の地表面での地震動の調査を行い、その結果を用いて、尾張旭市
内の地震被害想定を実施して、地域の危険性を総合的、科学的に
把握するとともに、事前の予防対策や地震発生後の応急活動体制
の強化を図るための基礎資料及び市民啓発資料を策することを目
的とする。
また、業務の実施にあたっては、下記尾張旭市防災アドバイ
ザーに専門的なアドバイスを求めながら作業を進めることとする。

＜防災アドバイザー＞
名古屋産業大学 菅井径世 教授
名古屋大学 森 保宏 教授
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業務フロー
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対象地震動

【対象地震動】
①猿投－高浜断層帯地震（Ｍ7.7）
②東海・東南海連動地震（M8.3）
③東海・東南海・南海三連動地震（M8.7）
④南海トラフ巨大地震（過去最大）（M8.7）
⑤南海トラフ巨大地震（理論最大：東側ケース）（M9.0）
⑥南海トラフ巨大地震（理論最大：陸側ケース）（M9.0）

南海トラフ巨大地震
強震動生成域の設定
の検討ケース
（基本ケース）
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マップ作成及び被害想定アプローチ

【地盤モデルの構築】
尾張旭市内及び近隣市町のボーリング柱状図に愛知県作成
の地盤モデルを付加させ、解析用ボーリング柱状図を構築

【地盤応答解析】
修正R-Oモデルによる非線形解析を行い、各ボーリング
地点での加速度、計測震度（震度階を表す指標）、ＰＬ
値（液状化危険度を表す指標）等を計算

【マップ作成】
地震動予測方法及びその評価方法（特許番号４０６０７
８４号）に基づき、クリギング解析を実施し、尾張旭市内
50ｍメッシュの震度階分布、液状化危険度分布を算出

【被害想定】
上記クリギング解析結果を用いて、建物被害、人的被
害等を算出
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尾張旭市内ボーリングデータ
（平成26年度時点）

（平成３０年度現在）
ボーリングデータ総数
７８９本

（平成２６年度時点：左図参照）
ボーリングデータ総数
７４８本
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地盤モデルの構築
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地盤応答解析

入手した加速度波形を入力

地盤応答解析

国・県等で実施
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クリギング手法の概要

クリギング手法とは、空間データ補間であり、情報を持
った空間内に散らばった地点から空間全体における分
布を知るために、情報が取得されていない点の値を周
囲の値から最も小さい誤差で推定する方法である。

加速度分布
（ボーリング位置における値）

加速度分布
（50ｍメッシュにおける値）

クリギング
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クリギング解析結果の活用

①ボーリング位置（点位置での
値から）クリギングにより市内
５０ｍメッシュの震度階及び液
状化危険度の値を算出

↓

同結果よりマップを作成 ②ボーリング位置（点位置での値か
ら）クリギングにより建物位置（点位
置）の速度、沈下量を算出

↓

建物被害想定を実施

↓

同結果より人的被害想定を実施
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尾張旭市地震ハザードマップ
（平成26年度）
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尾張旭市地震ハザードマップ
（震度階ＨＰ用）（平成26年度）
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尾張旭市地震ハザードマップ
（液状化危険度ＨＰ用）（平成26年度）
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尾張旭市地震被害想定（平成26年度）
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尾張旭市の地震防災 継続事業

① 平成26年度 尾張旭市地震危険度マップデータ作成

業務及び地震被害想定業務

・戸別配布用ハザードマップの作成

（南海トラフ巨大地震過去最大）

・6地震動のホームページ用マップの作成
・6地震動の被害想定（建物被害、人的被害等）

② 平成28年度 尾張旭市被害想定基礎データ更新業務

・課税台帳等最新の建物・人口データに基づく、6地
震動の被害想定（建物被害、人的被害等）の見直し
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尾張旭市の地震防災 継続事業

③ 平成29年度 尾張旭市被害想定基礎データ更新委託

・ボーリング柱状図追加による6地震動の震度階
マップ、液状化危険度マップの見直し

④ 平成30年度 尾張旭市被害想定基礎データ更新委託

・追加ボーリング柱状図の地盤モデル作成
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  打合せ議事録 
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